市民会議第２期以降の活動全体計画案　　　　運営委員会　０７，４，１３
１　市民会議の目的
　　地方分権が進む中で、自治体の在り方が問われています。鎌倉市では総合計画で１９年度に自治基本条例を策定するとしていますが、それと同時に市民会議の素案を元に条例案を作るとしています。
　　私たちはこの要請にこたえるためにも市民の手によって鎌倉市の市民自治の在り方のルールをまとめなければなりません。

　　そのためには市民会議のメンバーだけの意見ではなく多くの市民の声が生きるように活動すると共に、意見を集約し、新たなルールを市民の手で作り上げる必要があります。

　　昨年度１年間かけて様々な課題の抽出に取り組んできましたが、これからは、意見を聞き、集約し、まとめ、自治基本条例の市民素案の作成作業をする１年となります。

２　市民会議の目標

　　平成２０年３月に市長に対し、市民の手作りの自治基本条例素案を提出することを目標とします。
３　上記目標を達成するための策定作業日程について
　　（別紙１　「今後の活動計画」参照）
（１）　１９年度の一年間を第２期と第３期に分ける。
（２）　第２期は１０月までとし、自治基本条例の素案に盛り込むべきテーマを検討し、市民会議素案としてまとめる。
（３）　第２期はさらに前期と後期にわけ、前期では共通する項目を討議（５月、６月）、
後期では課題別項目を討議（７月、８月、９月）、１０月には全体をまとめ、条例案大綱に結び付けるといった手順で進める。
（４）　第３期は２月までとし、条例案大綱に基づき自治基本条例の市民素案をまとめる。

（５）　第３期の作業手順は、１１月中に策定作業部会で市民会議素案をまとめ、１２月、

１月に条例素案討議を行うこととする。
（６）　また、第３期には条例素案の解説書を作成する。
４　策定作業の進め方

（１）　策定作業部会で行う　策定作業部会は市民会議会員全員の参加とする。
（２）　第２期の討議はテーマごとにグループ討議と全体討議とで進める。

（３）　グループについては第１期の班を解散し、新たに６つのグループを編成する。
（４）　グループ討議にさいしては、論点整理した形で議論を集中させる。
（５）　グループには正副座長を置く、正副座長はグループの討議を進行すると共にまとめを行う。

（６）　各グループの正副座長で策定委員会を結成し各グループの討議をまとめ、全体討議に諮り、市民会議の意見としてまとめ、条例案大綱にする。
（７）　検討項目については別項のとおり。
（８）　第３期はグループ討議、全体討議を行い、１１月中には策定委員会で専門家も交えて、市民会議素案を作成する。
（９）　さらに１１月以降は、グループ討議、全体討議による条例素案討議を行い、自治基本条例の市民素案としてまとめていく。
５　第２期の策定作業で会員が議論する項目テーマについて

（１）　第２期の前期では、市民、条例の位置づけについて、６つのグループで併行的に検討する。
（２）　第２期の後期では、行政、議会、コミュニテイについて、テーマを前期に編成したグループに配分して検討する。
６　学習活動について

学習活動に関しては策定作業の関連で随時行うが、学習関連の計画は策定作業部会で行う。
７　策定支援（ＰＩ）活動について

　　ＰＩ活動の目的と進め方は、以下のとおり。
（別紙２　「ＰＩ活動の具体的な進めかた」参照）
　（１）活動の目的
市民会議として、一人でも多くの市民に積極的に働きかけ、かついろいろな形での対話を進めることで、自治基本条例の必要性と重要性の理解を深め、素案作成に反映させる
　（２）活動の進め方　　
ＰＩ活動は、策定作業の進行にあわせて３段階で進める。
　　　第1段階：自治基本条例の必要性と重要性を中心として　

　　　（第２期策定作業計画で５，６月に想定されている前期まとめができるまでの間）
　　　第2段階：課題テーマを中心に

（第２期策定作業後期まとめができるまでの間）

第3段階：自治基本条例素案の原案を中心に

（第３期で市民会議素案がまとまった時点から）
　（３）具体的進め方

　　　　①　全員参加による策定支援部会を立ち上げ、自治会、各種団体への働きかけ、フォーラムの開催などの活動にあたる。
2 活動にさいしては、実行母体として小人数チームを編成するなど、効率的･効果的な体制を整備する。

③　策定支援部会の中に推進委員会を置き、実際の活動の方法等について企画運営にあたる。
８　第２期、第３期を進めるための市民会議の組織再編について
（別紙３　「市民会議の運営体制」参照）

　　　第１期の市民会議は組織立てがわからないという声があった。これはいくつかの原因が考えられるが、運営委員会の位置付けと、各作業チームの間に連携が充分とれなかったことに起因する課題があった。

　　　運営委員の中でも充分に了解が取れなかったことは遺憾である。

　　　第２期、第３期を進めるためには市民会議全員が共通理解を深めると共に、各市民会議内組織の責任者は絶えず全体を見渡し各組織が連携して自治基本条例素案をまとめるために努力しなければならない。
　　　同時に、１年間で条例素案をまとめるという目標に鑑み、効率的な組織を検討する必要もある。

　　　以上のような観点から、以下のような組織の再編を提案します。

（１）　組織を簡素化するために、これまでの運営委員会は廃止し、全体会のもとに幹事会を置く。
（２）　幹事会の任務は次の通りとする。
　　　　　①　各部会間の調整
②　市民会議全体会の運営
③　その他重要事項について

（３）　幹事会のもとに部会を設置する。部会は策定作業部会、策定支援部会（ＰＩ・広報）総務部会とする。
（４）　部会の任務は次の通りとする。
　　①　策定作業部会は、自治基本条例の市民素案をつくる（学習活動を含む）
　　　　　②　策定支援部会は、市民に対してＰＩ・広報活動を行う　

　　　　　③　総務部会は、全体会、幹事会の事務局機能を果たし、渉外業務を行う
　　　　　

　９　役員の構成並びにその選考の方法
　（１）　幹事会を構成する役員

　　　　　幹事会を構成する者は、各部会の正副部会長、及び市民会議の正副代表とする。
　（２）　各部会の役員は別途協議する。
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